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平成24年 5

(平成24年3月31日現在) （百万円未満切り捨て）

[資産の部] [負債の部]

流  動  資  産 24,145 14,470

314 334

12,081 10,158

115 220

237 983

7,694 384

1,007 1,578

243 687

446 124

418 2,652

1,591 2,289

0 334

△ 5 28

17,123

固  定  資  産 15,571

7,786

2,660

407

2,980 22,860

5 2,118

567 815

804 815

361 19,927

12 529

10 19,397

1 125

7,772 5,800

1,884 13,471

2,562 △ 265

360 △ 265

1,298 22,594

333

883

462

△ 12

39,717 39,717

貸 倒 引 当 金

評価・換算差額等

資 産 合 計

投 資 固 定 資 産

そ の 他 の 投 資

その他有価証券評価差額金

繰 延 税 金 資 産

関 係 会 社 出 資 金

金 額

繰 越 利 益 剰 余 金

負 債 及 び 純 資 産 合 計

未 払 費 用

従 業 員 預 り 金

退 職 給 付 引 当 金

科 目

未 払 金

負 債 合 計

純 資 産 合 計

短 期 借 入 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

特 別 償 却 準 備 金

資 本 金

資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 の 流 動 負 債

受 取 手 形

繰 延 税 金 資 産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

貸  借  対  照  表

百万円 百万円

買 掛 金

現 金 及 び 預 金

流 動 負 債

支 払 手 形

預 け 金

科 目 金 額

工 具 器 具 備 品

土 地

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

株 主 資 本

固 定 負 債

建 物

未 収 入 金

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

資 産 除 去 債 務

未 払 法 人 税 等

無 形 固 定 資 産

長 期 貸 付 金

ソ フ ト ウ エ ア

建 設 仮 勘 定

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

投 資 そ の 他 の 資 産

[純資産の部]

－1－



平成24年 5

1 損  益  計  算  書

（百万円未満切り捨て）

42,013

38,158

3,855

2,297

1,557

650

297 947

4

126 130

2,374

2,374

830

57 887

1,487

金 額

営 業 外 収 益

百万円 百万円

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

支 払 利 息

そ の 他 の 営 業 外 費 用

営 業 利 益

科 目

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

平成23年 4月 1日から

平成24年 3月31日まで

経 常 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

( )

－2－



1 2012/5/16 5

株主資本等変動計算書

平成23年 4月 1日から

平成24年 3月31日まで

（百万円未満切り捨て）

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金

特別償却
準備金

別途積立金

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2,118 815 529 138 5,800

当事業年度中の変動額

剰余金の配当

特別償却準備金の取崩 △ 12

当期純利益

株主資本以外の項目の当事
業年度中の変動額（純額）

当事業年度中の変動額合計 － － － △ 12 －

2,118 815 529 125 5,800

株主資本 評価換算差額等

利益剰余金

繰越利益
剰余金

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

12,518 18,985 21,918 △ 262 21,655

当事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 546 △ 546 △ 546 △ 546

特別償却準備金の取崩 12 － － －

当期純利益 1,487 1,487 1,487 1,487

株主資本以外の項目の当事
業年度中の変動額（純額）

△ 2 △ 2

当事業年度中の変動額合計 953 941 941 △ 2 938

13,471 19,927 22,860 △ 265 22,594

純資産合計株主資本
合計

その他有価
証券評価
差額金

資本金
利益準備金資本準備金

利益剰余金計

平成23年4月1日残高

平成24年3月31日残高

平成23年4月1日残高

平成24年3月31日残高

( )

－3－
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個 別 注 記 表 

平成２３年４月 １日から 
 平成２４年３月３１日まで 

 

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１） 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの……移動平均法による原価法 

 

② デリバティブ 

  時価法により評価しております。 

 

③ たな卸資産 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定） 

製品･仕掛品……売価還元法による原価法 

原材料･貯蔵品……総平均法による原価法 

 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産については定率法を、無形固定資産については定額法を採用しております。 

 

（３） 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率を基本として

総合的に勘案し、また、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産の見込み

額に基づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）

による定額法により費用処理することにしております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数 

（１０年）による定額法により翌事業年度から費用処理することにしております。 

（  ）
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③ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

（４） ヘッジ会計の方法 

振当処理を採用しております。 

 

（５） 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

（追加情報） 

   当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の

変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成 21年 12月 4日）及

び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第 24 号 平成 21 年 12 月 4 日）を適用しております。 

 

２. 貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保に供している資産 

預け金 ７００百万円 

  

② 担保に係る債務 

従業員預り金 ６８７百万円 

 

（２） 有形固定資産の減価償却累計額 ３４，８４４百万円 

 投資固定資産の減価償却累計額 １４百万円 

 

（３） 関係会社に対する短期金銭債権 １５，４８９百万円 

 関係会社に対する短期金銭債務 

関係会社に対する長期金銭債権                

１，１０３百万円 

１，２７５百万円 

 

３. 損益計算書に関する注記 

（１） 関係会社に対する売上高 １７，３７８百万円 

 関係会社からの仕入高 ５，８３８百万円 

 関係会社との営業取引以外の取引高 ５３０百万円 
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４. 株主資本等変動計算書に関する注記 

（１） 当事業年度の末日における発行済株式の数 ３，５００，０００株 

   

（２） 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

 配当金の総額 ５４６百万円 

 配当の原資 利益剰余金 

 1 株当たり配当金 １５６円 

 基準日 平成２３年３月３１日 

 効力発生日 平成２３年６月１０日 

  

（３） 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度になるもの 

 平成２４年６月１３日開催の第６１回定時株主総会において次のとおり付議いたします。 

 配当金の総額 ４６５百万円 

 配当の原資 利益剰余金 

 1 株当たり配当金 １３３円 

 基準日 平成２４年３月３１日 

 効力発生日 平成２４年６月１４日 

 

５. 税効果会計に関する注記 

（１） 繰延税金資産の発生の主な原因 

繰延税金資産の発生の主な原因は、減価償却限度超過額、退職給付引当額の否認額

等であり、評価性引当額を控除しております。 

 

（２） 税率変更による影響 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得法等の一部を改正す

る法律」（平成２３年法律第１１４号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施する

ために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成２３年法律第１１７号）が平成２３年１２

月２日に交付されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債は、一時差

異等の解消が見込まれる事業年度に対応した改正後の税率を基礎とした法定実効税率によ

り計算しております。その結果、繰延税金資産の金額が １４３百万円減少し、当事業年度に

計上された法人税等調整額が１４６百万円、その他有価証券評価差額金が３百万円、それぞ

れ増加しております。 

 

６. リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については所有権移転外ファ

イナンス・リース契約により使用しております。 
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７. 金融商品の状況に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については安全性の高い金融商品に限定し、銀行からの借入により資

金を調達しております。 

受取手形および売掛金に係る取引先の信用リスクは売掛金管理規程等に沿ってリスクの軽

減を図っております。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに

時価の把握を行っています。 

借入金の使途は運転資金であります。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

平成２４年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。 

（単位 百万円） 

 貸借対照表 

計上額（※） 
時価（※） 差額 

①預け金 12,081 12,081 － 

②売掛金 7,689 7,689 － 

③投資有価証券    

その他有価証券 38 38 － 

④関係会社株式    

その他有価証券 69 69 － 

⑤買掛金 (10,158) (10,158) － 

 

(※)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。②売掛金については貸

倒引当金を控除した額で示しております。 

 (注)１．金融商品の時価の算定方法に関する事項 

①預け金、②売掛金、⑤買掛金 

これらはすべて短期であるため、時価と帳簿価額が近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

③投資有価証券、④関係会社株式 

株式の時価については、取引所の価格によっております。 

 ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

投資有価証券のうち非上場株式（貸借対照表計上額 1,845 百万円）及び関係会社株式のう

ち非上場株式（貸借対照表計上額 2,492 百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・

フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上記の表

には含めておりません。 
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８．賃貸等不動産に関する注記 

  （１）賃貸等不動産の状況に関する事項 

   当社では、愛知県において、賃貸用土地等を有しております。 

 

  （２）賃貸等不動産の時価に関する事項 

     （単位 百万円） 

貸借対照表計上額 時価 

333 3,698 

 

 (注) 1．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２．当事業年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した  

金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。 

 

９. 関連当事者との取引に関する注記 

（１）親会社及び法人主要株主等 

（単位 百万円） 

種類 
会社等の

名称 
所在地 

事業の 

内容 

議決権等

の所有 

（被所有）

割合 

関連 

当事者 

との 

関係 

取引の 

内容 
取引金額 科目 

期末 

残高 

親会社 アイシン 

精機 

株式会社 

愛知県 

刈谷市 

自動車部品

製造・販売他 

被所有 

直接 50％ 

間接 29％ 

当社製品

の販売 

 

役員 

の兼任 

当社製品

の販売 

（注 1） 

 

当社製品

の部品等

の購入 

（注 1） 

 

金銭貸借

契約に基

づく取引 

（注 2・3） 

 

賃 貸 借 契

約に基づく

取引 

（注 4） 

11,208 

 

 

 

3,714 

 

 

 

 

11,298 

 

 

 

 

215 

売掛金 

 

 

 

買掛金 

 

 

 

 

預け金 

 

 

 

 

未収 

入金 

2,067 

 

 

 

582 

 

 

 

 

12,081 

 

 

 

 

20 

そ の 他の

関係会社 

トヨタ 

自動車 

株式会社 

愛知県 

豊田市 

自動車製造・

販売他 

被所有 

直接 21％ 

当社製品

の販売 

当社製品

の販売 

（注 1） 

5,701 売掛金 

 

電子記

録債権 

693 

 

237 

（注）1.当社製品の販売については、市場価格・総原価を勘案して当社希望価格を提示し、毎期価格

交渉のうえ、一般的取引と同様に決定しております。また各種当社製品の部品等の購入につい

ては市場価格・総原価を勘案して一般的取引と同様に決定しております。 

2.預け金の取引金額は期中の平均残高を記載しております。 

3.預け金及び短期借入金の金利については、市場金利を勘案して決定しております。 

4.賃貸料については、市場相場等を勘案して決定しております。 
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（２）兄弟会社等 

（単位 百万円） 

種類 
会社等の

名称 
所在地 

事業の 

内容 

議決権等

の所有 

（被所有） 

割合 

関連 

当事者 

との 

関係 

取引の 

内容 
取引金額 科目 

期末 

残高 

親会社 

の子会社 

アイシン・

エィ・   

ダブリュ 

株式会社 

愛知県 

安城市 

自動車部品

製造・販売他 

所有 

直接 

1％ 

被所有 

直接 

1％ 

当社製品

の販売 

 

役員 

の兼任 

当社製品

の販売 

（注 1） 

 

 

 

5,820 

 

 

売掛金 

 

 

 

1,189 

 

 

 

 

親会社 

の子会社 

株式会社

アドヴィッ

クス 

愛知県 

刈谷市 

自動車部品

製造・販売他 

所有 

－ 

被所有 

－ 

当社製品

の販売 

当社製品

の販売 

（注 1） 

 

当社製品

の部品等

の購入 

（注 1） 

11,779 

 

 

 

2,036 

売掛金 

 

 

 

買掛金 

2,248 

 

 

 

268 

（注）1.当社製品の販売については、市場価格・総原価を勘案して当社希望価格を提示し、毎期価格  

交渉のうえ、一般的取引と同様に決定しております。また各種当社製品の部品等の購入につい 

ては、市場価格・総原価を勘案して一般的取引と同様に決定しております。 

 

（３）子会社及び関連会社等 

（単位 百万円） 

種類 
会社等の

名称 
所在地 

事業の 

内容 

議決権等

の所有 

（被所有）

割合 

関連 

当事者 

との 

関係 

取引の 

内容 
取引金額 科目 

期末 

残高 

子会社 アイシン・

ケミカル・ 

インディアナ

有限会社 

アメリカ 自動車部品

製造・販売他 

所有 

直接 

52％ 

資金 

の貸付 

 

役員 

の兼任 

金銭貸借

契約に基

づく取引 

（注 1） 

 

－ 

 

 

 

 

長期 

貸付金 

 

 

 

567 

 

 

 

子会社 唐 山愛信

化工 

有限公司 

中国 自動車部品

製造・販売他 

所有 

直接 

60％ 

資金 

の貸付 

 

役員 

の兼任 

金銭貸借

契約に基

づく取引 

（注 1） 

 

308 

 

 

 

 

長期 

貸付金 

 

 

708 

 

 

 

子会社 エイ・シー 

工 業株式

会社 

愛知県 

豊田市 

自動車部品

製造・販売他 

所有 

直接 

100％ 

当社製品

の部品等

の購入 

 

役員 

の兼任 

当社製品

の部品等

の購入 

（注 2） 

1,325 買掛金 403 

(注) 1.長期貸付金の金利については、市場金利を勘案して決定しております。 

    2.各種当社製品の部品等の購入については、市場価格・総原価を勘案して一般的取引と同様に

決定しております。 

 

 



－10－ 

１０. １株当たり情報に関する注記 

（１） １株当たり純資産額  ６，４５５円５１銭 

（２） １株当たり当期純利益  ４２４円８８銭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


